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第4章 デ ー タ 通 信

第1節 概 況

電子計算機等を電気通信回線に接続 して行 うデータ通信は,46年 の公衆電

気通信法の一部改正により,電 気通信回線の共同使用及び他人使用の制限が

緩和され,そ れまでの同一企業内情報処理手段としての地位か ら,広 く社会

一般 の情報処理手段 としての地位を占める可能性を与えられた。また,デ ー

タ通信サービスの提供については,従 来の電電公社の独占か ら電電公社 と民

間情報通信事業者 とが互にその特徴を生か しなが ら行 うという制度的体制の

確立もこの公衆電気通信法の一部改正により行われた。いわばこの年はデー

タ通信が正式に認知されるとともに,情 報通信事業が誕生 した年であった。

48年 度は,46年,47年 に引き続 きデータ通信利用制度の整備が細部にわた

って実施され,い わゆる通信回線開放に伴 う一連の措置が一応完了した年で

あった。また,こ の制度的基盤の下に従来の自営 システムが急増 し,デ ータ

通信が本格化 したのみならず,民 間情報通信事業者の相次 ぐサ ー ビス開始

や,電 電公社のデータ通信 システムサービスの増加など,情 報通信事業が発

展を開始した1年 間であった といえよう。このデータ通信の飛躍的発展の跡

は,単 にシステム数の増加のみならず,使 用回線数の増加,使 用端末数の増

加とい う面からとらえてみても,う かがい知ることができる。

データ通信利用面においては,従 来の企業経営の効率化を 目指す もののほ

か,高 度成長のひずみとして発生 した公害や交通混雑等の問題を解決するた

めの公害監視システムや交通制御 システム等が地方公共団体において広 く活

用されはじめた。更には医療情報システム,環 境情報 システム,貿 易情報シ

ステム等,個 人の福祉や社会開発を指向した国家的規模のシステムも開発研

究が進められた。また,外 国に設置されている超大型電子計算機に,加 入電

話を通 じて簡単にアクセスすることのできるシステムもサービスが開始 され
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た。これら諸システムの社会に与える効用は,計 り知れないものが予想 され

る。

一方,個 人生活に及ぼす諸影響も看過できず,個 人データの集中化による

プライバシー侵害の危険性等,デ ータ通信発達におけるマイナス効果につい

ても引き続 き各界で真剣に論議 された。マイナス効果を除去し,デ ータ通信

の効用を最大限に活用するための対策が今後の重要な課題となるであろう。

また,民 間情報通信事業の誕生により,公 共企業体としての電電公社が提

供すべきデータ通信サービスと,民 間情報通信事業者の提供するデータ通信

サービスとをめぐって,各 々が対象 とする分野,提 供条件等,い わゆる公正

競争問題が発生 した。誕生 したばか りの国内情報通信事業者が,巨 大な資本

と技術とをもった外国系情報通信事業者に,51年 度に予定されている情報処

理関連産業の自由化を控えて,ど のように対処するかも重要な問題となって

いる。

データ通信技術の発達に伴い,い わゆるコンピュータネットワークの構想

も一部で検討が開始され,今 後システム相互間の接続等,デ ータ通信利用の

高度化が進展するものと予想される。このような背景の下にデータ通信に関

する調査研究,電 気通信回線利用に関す る相談,指 導等,デ ータ通信の健全

な発展 と普及を図る機関 として,財 団法人 日本データ通信協会が公衆通信事

業者,電 子計算機メーカー,情 報通信事業者,ユ ーザ等により設立された。

第2節 データ通信 の制度的整備

公衆電気通信法の一部を改正する法律(昭 和46年 法律第66号)に より法定

されたデータ通信に関する制度は,大 別 して,① 民間企業等が設置するデー

タ通信システムのために電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線の利

用制度(デ ータ通信回線使用契約)と,② 電電公社又は国際電電が設置す る

データ通信システムの利用制度(デ ータ通信設備使用契約)に 分けられる。

これら利用制度の円滑な運用を図るため,法 律成立以来進めてきた制度的
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整 備 の主 要 な事 項 は,次 の とお りで あ る。

1デ ータ通信回線使用契約に関する事項

データ通信回線使用契約は,電 電公社又は国際電電が提供する電気通信回

線の種類により,① 利用者が,希 望する特定の区間に特定 の規格の電気通信

回線の提供を受け,こ れに自己の設置する電子計算機等を接続して専用的に

使用する契約(特 定通信回線使用契約),② 利用者が,加 入電話の電話回線

又は加入電信の電信回線の提供を受け,こ れに自己の設置する電子計算機等

を接続 して使用する契約(公 衆通信回線使用契約)に 区別される。

(1)特 定通信回線の提供開始

特定通信回線の提供は,46年9月1日 に全国いっせいに実施 さ れ た。 従

来,民 間企業等がデータ通信システムを設置する場合は専用契約による電気

通信回線(専 用線)を 利用 していたが,同 日以降,電 子計算機等を接続する

電気通信回線は,特 定通信回線として取 り扱 うこととした。

特定通信回線の他人使用及び共同使用については,デ ータ通信がデータの

伝送と処理を一体的に行うものであることにかんがみ,専 用線の場合に比べ

その制限を大幅に緩和 した。

これに伴い,計 算センター,情 報センター等がオンラインによ り情 報 処

理,情 報提供を行 うために特定通信回線を他人である顧客に利用させること

が可能とな り,情 報通信事業の誕生す る制度上の基盤が作 られた。また,2

以上の企業グループ等が特定通信回線を共同利用し,販 売在庫管理,預 金受

払,座 席予約等を提携して行 うことが可能となった。

その後,特 定通信回線の利用制度に関し,次 の改善を行った。

ア.電 電公社が提供するD-9規 格(4,800b/s)の 新設(48年4月)

イ。国際電電が提供する音声級回線の利用条件の改正(48年4月)

音声級回線の分割使用は,従 来他人使用 ・共同使用の形態をとる場合は

認められていなか ったが,こ れを認めることとし,回 線のより効率的な使

用を可能とした。
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ウ,電 電公社が提供する1規 格(48kHz)及 びJ規 格(240kHz)の 利用者範

囲の制限廃止等(48年11月)

(ア)1規 格及びJ規 格の利用は,従 来,国 の機関,新 聞社等,一 定の範囲

に限定していたが,こ の制限を廃止 し,広 く一般に利用できることとし

た。

このことに伴い,い わゆる通信回線開放のための一連の措置がひとま

ず完了した。

(イ)1-3規 格(48kb/s)の 新設

㈲1-1規 格(帯 域使用)及 びJ-1規 格(帯 域使用)の 料金改正

(⇒D-1規 格(帯 域使用)の 分割使用は,従 来電話と50b/s以 下の符号

伝送等の場合にのみ認められていたが,技 術上支障がない限り自由に分

割 して使用することができることとした。これにより,例 えばD-1の

回線からC-2(200b/s)の 回線を6回 線作成することが可能となった。

(2)公 衆通信回線の提供開始

公衆通信回線については,加 入電話の電話回線を使用するものを電話型回

線 加入電信の電信回線を使用するものを電信型回線と区別している。

なお,国 際電電には加入電話の制度がないので,電 話型回線の提供は,電

電公社に限られている。

電信型回線の提供は,47年11月12日 に全国いっせいに実施した。電話型回

線の提供は,同 日以降地域ごとに施行 した電話料金の広域時分制への移行と

同時に逐次実施してきたが,48年8月26日 に広域時分制への移行が完了した

ことに伴い,電 話型回線の全国的な利用が可能となった。

公衆通信回線の提供開始と同時に,加 入電話の電話回線及び加入電信の電

信回線そのものにデータ通信用の端末機器を接続すること,加 入電信の宅内

装置をそのままデータ通信用の端末機器として使用すること,電 話機の送受

器に音響結合装置により端末機器を結合すること等,デ ータ通信の広範かつ

多彩な利用を可能とする制度的措置を行った。
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2デ ータ通信設備使用契約に関する事項

電電公社が設置するデータ通信システムによるサービスは,43年8月16日

から試行役務 として提供 してきたが,46年9月1日 以降はデータ通信設備使

用契約に係る公衆電気通信役務として実施することとし,同 時に,国 際電電

も同種の役務提供を実施できることとした。

第3節 データ通信回線の利用状況

1国 内 デー タ通信回線

(1)年 度 別 利 用 状 況

デ ー タ通 信 回 線 の年 度 別 利 用 状 況 は,第2-4-1表 の とお りで あ る。46

年 度 末 では1万3,512回 線 で あ った が,47年 度 末 に は,1万8,227回 線(対

前 年 度 比134.9%)に 増 加 し,更 に48年 度 末 現 在,2万6,317回 線(対 前年

度 比144.4%)と な って い る。

デ ー タ通 信 回線 は種 類 ご とに 伝 送 速 度 が 異 な るた め,種 類 別 の 回線 数 をそ

の伝 送速 度 に乗 じて得 られ る1秒 当 た りの伝 送可 能 ビ ッ ト数 を 合 計 した数,

つ ま りデ ー タ通信 回線 の伝 送可 能 総 ビ ッ ト数 を推 計 して み る と,46年 度 末現

在7,491,100b/sで あ った も のが47年 度 末 現 在 は11,872,400b/s(対 前年 度比

158.5%),48年 度 末現 在 は19,761,900b/s(対 前 年 度 比166.5%)と な り,こ

の2年 間 で2.6倍 に増 加 した こ と とな る。

(2)特 定 通 信 回 線 の 利 用 状 況

第2-4-1表 に 示 す とお り,47年 度 末 以 前 は す べ て 特 定 通 信 回 線 で あ

り,ま た,48年 度 末 現 在 の デ ー タ通 信 回 線 の うち97%が 特 定 通 信 回線 であ

る。

特 定 通信 回線 の対 前 年 度 比 を専 用 回 線(A規 格 ～J規 格)の 対 前年 度 比 と

比 較 して み る と,特 定 通信 回線 が47年 度134.9%,48年 度140.0%を 示 してい

る のに 対 して,専 用 回線 は47年 度106.9%,48年 度108.7%と な って お り,特
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第2-4-2図
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定 通 信 回 線 は 専 用 回線 を大 幅 に上 回 る増 加 率 を示 して い る。

規 格 別 に み る と,第2-4-2図 に示 す とお り,D-1規 格(帯 域 使 用),

D-5規 格(1,200b/s)及 びD-7規 格(2,400b/s)の 高 速 回 線 の伸 び 率が

顕 著 で あ って,48年 度 末 現 在 で はD-1規 格 及 びD-5規 格 の回 線 数 が 従来

最 も多 い 回線 で あ ったA-1規 格(50b/s)の 回 線 数 よ りも上 位 を 占め るに

至 って い る 。

な お,1シ ス テ ム 当た り回 線 数 は,逐 年 低 下 してお り,48年 度 末 は38回 線

とな って い る。 これ は,デ ー タ通 信 の普 及 に 伴 っ て小 規 模 な分 野 に お い て も

シス テ ムを構 成 す る こ とと な った ほ か,よ り高 速 の通 信 回線 を 利 用 す る こ と

に よ る低 速 回 線 の 減 少 に よる もの と考 え られ る 。

(3)公 衆 通 信 回 線 の 利 用 状 況

公 衆 通 信 回 線 の利 用 状 況 は,第2-4-1表 に示 す とお り,48年 度 に 至 っ

て 実 際 に 利 用 が 開 始 され た 。

48年 度 末 現 在 の回 線 数 は802回 線 で あ り,加 入 電 信 宅 内 装 置 が そ の ま まデ

ー タ通 信 シ ス テ ム の端 末 機 器 と して 利 用 で き る こ と等 の 理 由 か ら電 信 型 回 線
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の利用が多く,電 信型回線数が公衆通信回線数の68,2%を 占めている。

業種別 ・対象業務別利用状況をみると,第2-4-3表 のとおり,電 話型

回線は情報通信事業の行 う商用TSSに,電 信型回線は金融業 の為替入金通

知に,そ れぞれの大半が利用されている。

公衆通信回線は,料 金が従量制であってそのネットワークが全国的である

こと等の利点を持つので,デ ータ伝送量,通 信時間の少ない分野 に お い て

は,今 後ますます利用されていくものと考えら漁る。

(4)デ ータ通信回線の相互接続

公衆電気通信回線の利用開始に伴い,電 子計算機等を介 して特定通信回線

に公衆通信回線を接続する形態が48年 度に出現 し,年 度末現在において13シ

ステムとなっている。

この形態をとるシステム構成のパ ターンは,第2-4-4図 に示すとおり

である。

相互接続による公衆通信回線の利用業務は,金 融業の振込入金通知及び為

替取引連絡,情 報通信事業の商用TSS,製 造業,商 業の生産 ・在庫 ・販売管

理,旅 行業者の宿泊 ・座席予約 となってお り,そ の回線数は,電 話型回線が

第2-4-4図 相互接 続に よるシステ ム構成 パター ン

メインセンター

細1
サプセンター

・… ②1}融

}
加入電信網

… ・②1擁 。

一
加入電信網

(注)㊥ は特定通信回線を,② は公衆通信回線を示す。
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171回 線,電 信 型 回 線 が210回 線 であ る。

2国 際 デー タ通信回線

国際電電が提供するデータ通信回線には特定通信回線と公衆通信回線があ

るが,現 在,後 者は全 く利用されておらず,専 ら特定通信回線が利用されて

いる。

(1)年 度別利用状況

第2-4-5表 は45～48年 度末における回線数を規格別に示 したものであ

る。45年度末においては,わ ずか22回線にすぎなかったが,そ の後飛躍的に

増大し,48年 度末には165回 線が利用されるに至 っている。

… ÷b/・ 回線 ・・48鞭 ・・お ・・て 前 鞭 ・ り減 少 して・・る ・ とを除 い て,

各規格とも毎年増加しているが,規 格別にみると次第に低速回線から高速回

線へと利用が移行する傾向にある。

各規格の伝送速度と回線数の積を合計 して得 られる伝送可能ビット数の増

加状況を示 したものが第2-4-6図 である。情報量を伝送可能ビヅト数で

とらえると,45年 度に比 して46,47,48年 度はそれぞれ約4,6,12倍 と爆

発的に増加している。

第2-4-5表 国際データ通信回線の利用状況
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第2-4-6図 伝 送可能 ピッ ト数の増加状況

b/s

40,000
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20,000
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45464748年 度末

(注)音 声級回線 につい ては分割 され た回線

数 とそ の伝送速度に よって算 出 した。

(2)音 声級回線の分割使用

音声級回線 とは音声の伝送が可能な300Hz～3,400Hzの 周波数帯域幅をも

つ回線である。この音声帯域幅を分割装置に よって数回線に分割し,デ ータ

通信だけではなく音声,写 真,フ ァクシミリ,テ レタイプ通信の伝送とデー

タ通信とを組み合わせて使用す ることもできる。伝送情報量の多いユーザは

音声級回線の分割使用により回線の有効利用を図っている。

国際特定通信回線において音声級回線が用いられるようになったのは46年

度からであり,主 として商事会社に利用 されている。

分割使用の態様 としては一部がファクシミリや電話 と組み合わせて利用さ

れており,そ の他のものについては大部分が75b/s回 線に分割 され,デ ータ

通信に利用されている。

音声級回線は回線数 としては少ないが,数 回線に分割 して利用 され て お

り,伝 送するデータ量は多い。その伝送可能ビット数は,逐 年倍増 しつっあ
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音声級 回線の分割使用状況

謹 46 47 48

音声級 回線数

分

割

の
種

別

1,200b/s

75〃

50〃

フ ァ ク シ ミ リ

電 話

伝送可能 ビッ ト数

5

28

1

i

2,150

8

7

1

1

1

5

4,325

ll

1

3

2

1

2

0

9,025

り,デ ータ通信回線全体に占める割合は約20%で ある。

第4節 デ ー タ通 信 シ ス テ ム

1デ ー タ通信 システムの種 類

データ通信システムは,電 気通信回線,電 子計算機及び端末機器の設置主

体の別により次の三つの形態に分けられる。

① 自営システム

電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線に民間企業等が自己の電子

計算機及び端末機器を接続 して構成するデータ通信 システム

② 公社システム又は会社 システム

電電公社又は国際電電が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及

び端末機器を設置し,顧 客にデータ通信サービスを提供するデータ通信シス

テム

③ 私設 システム

民間企業等が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及び端末機器



第2-4-8表 年 度 別 オ ン ラ イ ン 化 率

ー

ト◎
幽
Q◎

1

＼ 一 年 度 末

区 別 ～ ～ 一一一一一一一. ～
44 45 46 47 48

bO

電子計算機の設
置台数

デー タ通信 シス
テムに使用され
てい る電子計算

機台数

オ ンライ ン化率

台 数

(セ ッ ト)

大 ・中 ・小型 ① 5,439 7,278 8,723 9,982 ll,751

超 小 型 i,279 2,204 4,086 7,273

一

n,692

計 ② 6,718 9,482 12,809 17,255 23,443

対 前 年 度 比(%) 138.0 141.1 135.'1 134.7 135.9

膠団田

台 数(セ ッ ト)③ 217 324 476 674 957

対 前 年 度 比(%) 156、1 149.3 146.9 14L6 142.0

総設置 台数に対す る率
(③/② ×100%)

3.2 3.4 3.7 3.9 4.1

大 ・中 ・小型機設置 台数に
対す る率(③/① ×100%)

4,0 4.5 5.5 6。8 8.1

電子計 算機の設置台数は,「 調査季報」(日 本電子計算機株式会社)に よる。

(注)デ ー タ通信 システムに使用 され ている電 子計算機 台数は,一 部推計 に よる。
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を設置して構成するデータ通信 システム

2オ ンライ ン化の状況

デ ー タ通 信 の 普 及 状 況 を示 す 指 標 の一 つ と して,電 子 計 算 機 台 数 ベ ー ス の

オ ン ライ ン化 率,す な わ ち電 子 計 算 機 の 設 置 台数 に 占め る デ ー タ通 信 シス テ

ムに 使 用 され て い る電 子 計 算 機 台 数 の割 合 をみ た 場 合,第2-4-8表 の と

お りわ ず かず つ で は あ るが 逐 年 増 加 して お り,48年 度 末 現 在 に お い て は4.1

%(超 小 型 電 子計 算 機 を除 い た 電 子 計算 機 の設 置 台 数 に対 す る オ ン ライ ン化

率 は8.1%)と な って い る。

ち な み に,欧 米 諸 国 の オ ンラ イ ン化 率 をみ る と,西 独 が2.3%,フ ラ ンス

が2.5%(い ず れ も45年 末 現 在),英 国が12%(45年9月 現 在),米 国 が16%

(45年 末現 在)と な って い る(欧 米 諸 国 のオ ンラ イ ン化 率 は,(財)電 気 通 信

総 合 研究 所 の調 査 に よ る。)。

3国 内 データ通信システム

(1)年 度 別 設 置 状況

自営 シ ステ ム及 び公 社 シ ス テ ムの39年 度 以 降 に お け る各年 度 末 現 在 の シ ス

テ ム数 は,第2-4-9表 の とお りで あ る。

対 前 年 度 比 で は毎 年 度150%以 上 を示 して お り,対 前年 度 増 加 数 は46年 度

以降 が特 に急 速 な増 加 を示 して い る。

自営 シス テ ムは,47年 度 末 以 前 に お い ては,す べ て特 定 通 信 回 線(46年9

月1日 前 は専 用回 線)を 利 用 す る シス テ ムで あ って,48年 度 に 公 衆 通 信 回線

を 利 用す る シ ス テ ムが 出現 した 。48年 度 末 現 在706シ ス テ ム の内 訳 は,特 定

通信 回線 を利 用 して い る ものが671シ ステ ム(こ の うち,公 衆 通信 回線 を 併

用 してい る も のは13シ ス テ ム),公 衆 通信 回線 を 利 用 して い る ものが35シ ス

テ ム(特 定 通 信 回 線 を 併用 してい る もの を含 めれ ば48シ ス テ ム)で あ る。

公 社 シ ステ ムは,43年8月16日 に サ ー ビスを 開 始 し,48年 度 末 現 在 の シス

テ ムi数は38シ ス テ ム と な って い る。
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第2-4-9表 国 内デー タ通信 システ ムの年度別設 置状況

τ玩　一 一 讐 ■

シ

ス

テ

ム

数

自 営 シ ス テ ム

公 社 シ ス テ ム

計

対 前 年 度 増 加 数

対 前 年 度 比(%)

39

5

5

40

10

10

5

200

41

20

20

10

200

42

35

35

15

175

43 44

2

4

6

2

2

5

2

7

7

7

42

220

49

164

45

188

7

195

69

155

46

295

13

308

113

158

47

441

27

468

正60

工52

48

706

38

744

276

159

私設システムは,制 度的には有線電気通信法に基づき設置されているもの

であって,電 力事業の自動給電システム,運 輸業の座席予約 システム,地 方

公共団体の大気汚染観測システム等がある。

(2)対 象業務別設置状況

自営 システムの対象業務別システム数は,第2-4-10表 のと お りで あ

る。

過去3年 間を通 じ,製 造業者,商 事会社等の事務管理を対象とするものが

約40%を 占めてお り,銀 行,信 用金庫等の預金 ・為替 ・信託業務を対象とす

るもの,官 公庁関係の業務を対象とするもの及び株式取引,運 送管理,そ の

他を対象とするものが,そ れぞれ20%程 度を占めている。このうち,官 公庁

関係の業務を対象とするものは,全 体に占める割合が着実に伸びてお り,特

に大気汚染観測システムの数は1年 ごとに倍増 している状況となっている。

ちなみに,シ ステム数の多い順から7位 までの対象業務は,第2-4-11

表のとお りであって,生 産 ・在庫 ・販売管理 システム及び預金 ・為替システ

ムが常に上位にあることには変わ りがないものの,大 気汚染観測システム及

び交通制御システムの躍進ぶ りが注 目される。

このことは,デ ータ通信の利用が企業等の事務管理にとどまらず ,公 害,

環境破壊,交 通混雑等の社会的な問題を解決するための手段としても広 く利



第2-4-10表 国内自営システムの対 象業務別設置状況(1)
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第2-4-11表 国内 自営システムの対象業 務別設置状況(2)

＼ ＼年度末46

順位 ＼ 対象糊 構成比

1

2

3

4

5

6

7

合 十
層言
口

生産 ・在庫 ・
販売管理

預金

科学技術計算
(民間用)

為替

預金 ・為替

交通制御

大気汚染観測

%

33。9

9.8

7.1

6.5

6.1

5.7

5.1

74.2

47

対 象業務 構成比

生産・在庫・
販売管理

預金

大気汚染観測

為替

交通制御

預金・為替

科学技術計算(
民間用)

%
31.7

1191

7.7

7.0

6.6

5.0

4.5

73.6

48

対象業務1轍 比

生産 ・在庫 ・
販売管理

大気汚染観測

預金

預金 ・為替

交通制御

為替

受託計算

%

33.9

8.5

7。6

6.7

5.6

4,8

4.1

71.2

用されてきたことを示すものであ り,今 後のデータ通信の多彩な普及発展を

期待させる一つの動向である。

データ通信の利用は,企 業内利用から社会利用へ,そ して家庭利用へと範

囲を広げていくであろうと予測されているが,48年 度 までの推移 に お いて

は,企 業内利用から社会利用へと拡大されつつある段階といえよう。

なお,公 衆通信回線を利用 しているシステム(特 定通信回線を併用してい

るシステムを含めて48シ ステム)の 対象業務別利用状況は,生 産 ・在庫 ・販

売管理 システムが18シ ステム,預 金 ・為替システムが8シ ステム,為 替 シス

テム及び保険システムがそれぞれ3シ ステム等となっている。

(3)業 種別設置状況

自営 システムの業種別システム数は,第2-4-12表 のとお りである。

システム数の多い業種は,製 造業,建 設業,金 融業及び地方公共団体であ

って,こ れらのシステム数の合計は全システム数の約70%を 占めている。し

かし,製 造業,建 設業及び金融業のシステム数の合計が全システム数に占め

る割合は,46年 度末が61.0%,47年 度末が57.8%,48年 度末が54.0%と 年々

低下 している。他の業種の著 しい伸長による相対的な低下もさる こ と なが
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第2-4-12表 国内 自営システ ムの業種別設置状況

区 別

年度末

＼

製造業,建 設業

商業

金融業

証券業

保険業

運輸業

電 力 ・ガス事業

通信 ・出版 ・サ ー ビス業

倉庫 ・不 動産業

情報通 信事業,ソ フ トウあ
ア業

政府

地方公共 団体

国立大学

法人団体

その他

合 計
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ら,企 業 内 シス テ ム の レベ ル ア ップに伴 う既 存 シス テ ム の統 合,金 融業 に お

いて は47年 度 末 に 都 市 銀 行 は全 行,地 方 銀 行 は約70%の 銀 行 が 主 要 業務 の オ

ンライ ン化 を終 了 して い る こ とに よ る も の と も考 え られ る。

一方 ,地 方 公 共 団 体 の シス テ ム数 が 全 シス テ ム数 に 占め る割 合 は,逐 年 順

調 な伸 びを 示 して い る。 これ は,公 害 監 視,交 通 信 号 制御,水 質 管 理,水 道

テ レ メー タ等 の た め の シス テ ム が急 速 に 増 加 した ことに よ る もの で あ る。

また,全 シス テ ム数 に 占め る割 合 は 小 さい もの の,情 報 通 信事 業,ソ フ ト
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ウ 由 ア業,商 業,通 信 ・出版 ・サ ー ビス業 の シ ス テ ム も着 実 に 増 加 してい る

こ と も注 目さ れ る と ころ で あ る。

な お,公 衆 通 信 回線 を利 用 してい る シ ス テ ム(特 定 通 信 回線 を併 用 してい

る シ ス テ ムを 含 め て48シ ス テ ム)に つ い てみ る と,14シ ス テ ムが 製 造 業,建

設 業,11シ ステ ムが 金 融業,8シ ス テ ムが 情 報 通 信 事 業 ソ フ トウ ェア業,

そ の他 の シス テ ムは商 業,保 険 業 等 と な っ て い る。

(4)国 産 機 ・外 国機 別 設 置 状 況

自営 シ ス テ ムを 主 電 子計 算機 に よ り区別 した 国産 機 シス テ ム 及 び外 国機 シ

ス テ ムの43年 度 以 降 に お け る そ れ ぞ れ の シス テ ム数 は,第2-4-13図 の と

お りで あ る。

従 前 は 外 国 機 シス テ ムが 優位 を 占 め て い た が,46年 度 以 降 は 国産 機 シス テ

ム の割 合 が 上 昇 し,48年 度 末 に 至 って 両 シス テ ムの割 合 は逆 転 し て53.4%

第2-4-13図 国内自営システ ムの国産機 ・外 国機 別設置状況
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(377シ ス テ ム)対46.6%(329シ ス テ ム)と な り,国 産機 シス テ ムが 優 位 を

占め て い る。

そ の 背 景 と して は,ソ フ トウ ェア技 術 を含 め て 国産 電 子 計 算機 の性 能 が 向

上 した こ と,国 産 品 の使 用 奨 励 に 関 す る閣議 決 定 が 適 用 され る政 府 及 び政 府

関係 機 関 の シス テ ム が大 幅 に 増 加 した こ と,デ ー'信 の普 及 に伴 い 低 速,

小容 量 の 国 産 機 の 使 用 で達 成 され る小 規 シス テ ム も増 加 した こ と等 が あ

げ られ る。

4国 際 デ ー タ通 信 シ ス テ ム

(1)年 度 別 設 置 状 況

48年 度 末 に 設 置 され てい る国 際 デ ー タ通信 シス テ ム数 は 第2-4-14表 の

とお り自営 シス テ ム34,会 社 シ ステ ム1で あ り,私 設 シ ステ ム は設 置 され て

い な い 。

第2-4-14表 国際データ通信 システ ムの年 度別設置状況

＼ 年度末

区 別 ＼＼1
45 46 47 48

自営 システ ム

会 社 システム

12 20 52

1

4

1

3

計 12 20 26 35

自営 シス テ ム の設 置 数 は,国 内 と比 較 す る と少 な い が,順 調 な増 加 傾 向 を

示 して い る 。 そ の背 景 に は 企業 活動 の国 際 化 に 伴 う情 報 量 の増 大 が あ る と考

え られ る。

また,会 社 シ ス テ ム と して は,国 際 オ ー トメ ックス サ ー ビスが48年3月 か

ら開 始 され て い る。

ぐ2)対 象 業 務 別 設 置 状 況

自営 シス テ ム の対 象 業 務 別設 置状 況 は 第2-4-15表 に 示 す と お り で あ

る。
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第2-4-15表 国際 自営システムの対象業務別設置状況

男

＼N

区

年度末

＼＼

メ ッセー ジ ・
スイ ッチ ソ グ

デ ー タ 処 理

座 席 ・ホ テ ル予 約

情 報 通 信 サ ー ビス

45

10

1

1

46

7

1

2

47

2

1

2

2

48

7

2

3

2

2

計 12 20 25 34

最近の4年 間はいずれもシステムの80%が メッセージ ・スイッチ ソグに利

用されている。データ通信の形態を電子計算機の機能から分類するとメッセ

ージの交換を行 うものと,デ ータの処理を行 うものとの2種 になる。電子計

算機利用の点からは後者がより高次のデータ通信システムの形態であるとい

えよう。

国際データ通信は,ま だその端緒についたばか りであ り,現 在は電子計算

機を用いた情報流通の高度化が図られている段階にあると考えられる。

しか しながら48年度をみると,デ ータ処理,座 席 ・ホテル予約,情 報通信

事業者のTSSサ ービスといったデータの処理を行うデータ通信システムが,

前年度の3シ ステムから一挙に7シ ステムに増加 している。その内訳は次の

とお りである。

気象庁の気象データ編集システム1

証券会社のデータ処理システム1

航空会社の座席予約システム2

旅行業者のホテル予約システム1

情報通信事業者のTSSサ ービスシステム2

社会経済活動の国際化の進展に伴い,今 後このようなデータ処理を 目的と

した システムが増加すると考えられる。



第4章 デー タ通信 一257-

(3)業 種 別 設 置 状 況

自営 シス テ ムの業 種 別 の 設 置 状 況(第2-4-16表)を み る と製 造 業 と商

業 の シ ス テ ムが 多 く,48年 度 に お い て は全 体34シ ス テ ム中,そ れ ぞ れ11シ ス

テ ム(32.4%),10シ ス テ ム(29.4%)で 両 者 で61.8%を 占 め て い るが,他

業種 の シ ス テ ム も増加 して きて お り,そ の地 位 は相 対 的 に 低 下 しつつ あ る。

第2-4-16表 国際 自営システムの業種別設置状況

＼ 、、 年 度末1

区 別 ーヒ＼

45

製

商

金

証

運

造

融

券

輸

業

業

業

業

業

通信 ・出版 ・
サー ビス業

情報通信事業,
ソフ トウェア業

政 府

!0

3

1

46

8

■○

3

i

2

47

Q

!

q
ノ

4

1

2

48

i

O

l

1

5

1

2

3

合 計 12 20 25 34

製 造 業11シ ス テ ム の うち10シ ステ ムは 米 国 に電 算 機 が 設 置 され て い る シ ス

テ ム であ り,米 国 系企 業 が 電 子 計 算 機 通信 シス テ ムを 伴 って,我 が 国に 進 出

してい る こ とが うか が え る。

商業10シ ス テ ムの うち9シ ス テ ムは,我 が 国 の商 事 会 社 の もの で あ り,45

年 度 か ら47年 度 まで 順 調 に増 加 して きた カミ,48年 度 は1シ ス テ ムの増 加 に と

ど まった 。 商 事 会社 シス テ ムは 東 京 又 は 大 阪 の本 社 と海 外 の 支社,出 張 所 等

とを結 んだ メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ング ・シ ス テム で あ り,販 売 情 報 の収 集,

販 売指 示,海 外 ユ ーザ か らの商 品照 会 業 務 等 に 利 用 され て お り,電 子計 算機

を用 い て情 報 交 換 の効 率 化 が 図 られ てい る。

48年 度 に初 め て現 れ た 情 報 通 信事 業,ソ フ トウ ェ ア業 の2シ ス テ ムは 前 節

で み た情 報 通信 事 業 者 の 行 うTSSサ ー ビス シ ステ ム で あ る。 い ず れ も 海外
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の情報通信事業者と提携 し,米 国及び英国に設置された電子計算機にアクセ

スする形態をとっている。

(4)電 子計算機の設置場所

国際データ通信システムはその構成上,電 子計算機の設置場所によって第

2-4-17表 のように2種 類に分けられる。

第2-4-17表 電子計算機の設置場所別システム数

一 ～ 年 度 末

電算機設置場所 、、～_

日

本

外

国

東

大

成

京

阪

田

米 国

フ ラ ソ ス

英 国

45

2

7

1

46

9

O

1

1

4ア

12

1

11

1

48

6

2

1

α
り

ー

1

第一は,我 が国に電子計算機を設置 し海外の出先機関の端末とを結んで国

際的なネットワークを構成しているものであ り,1シ ステム当た りの使用回

線数は7.7で ある。電子計算機は全19シ ステムのうち大阪の2シ ステム,成

田の1シ ステムを除いてすべて東京に設置されている。

第二は,外 国に設置された電子計算機 と我が国内の端末とが結ばれている

ものである。これは第一の場合とは逆に外国企業が,そ の国外に置いている

支社若しくは現地法人とでネットワークを構成 しているものの一部を成すも

のであ り,し たがって,回 線使用数は1シ ステム当た り1回 線と少なく,そ

れも低速回線である。ただし,我 が国の情報通信事業者が外国の通信業者と

提携 してサービスを我が国で提供 している2シ ステムは,い ずれも高速回線

を利用 している。全15シ ステムの うち,2シ ステムを除いてはすべて米国の

諸都市に設置されている。

この2種 の設置状況の推移をみると,45年 度においては後者がほとんどで

あったが,そ の後我が国の情報化の進展とそれを背景とした46年 のデータ通
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信 の制 度 化 に 伴 って 前 者 は急 激 な増 加 を示 し,48年 度 では 日本 側 設 置19シ ス

テ ム,外 国側 設 置15シ ス テ ム とな った。

第5節 情報通信事業

1概 要

情報通信事業は,電 電公社,国 際電電及び民間企業により営まれている。

電電公社の情報通信事業は,公 衆電気通信法の規定に基づき国内公衆電気

通信役務の一環として行われている。電電公社のサービスは,一 般利用者が

共同利用する形態のもの(公 衆 データ通信サービス)と 特定利用者の特定業

務を対象とするもの(各 種データ通信サービス)が あ り,い ずれも順調に発

展している。公衆データ通信サービスについては,48年 度にはサブセンター

方式の導入によりサービス提供区域の大幅拡大が行われるとともに,電 電公

社が関係メーカーの協力の下に開発 した高性能の超大型電子計算機DIPS-

1を 利用した新 しい科学技術計算サービス(DEMOS-E)が 開 始された。

また,各 種データ通信サービスについては,従 来から,公 共的なもの,全 国

的規模を有するもの,及 び開発先導的な役割を有するものに重点を置いて実

施されてきたが,今 後は特に,こ れからの我が国の国民的課題である社会福

祉の増進,社 会開発を指向するナショナル ・プロジェクトを積極的に推進す

ることが期待されている。

国際電電の情報通信事業は,公 衆電気通信法の規定に基づき国際公衆電気

通信役務の一環 として行われているが,現 在提供されているサービスは,従

来の国際電信専用回線の接続機能の拡大を図ったものであ り,特 定業務の処

理又は情報提供を行 うには至っていない。

民間の情報通信事業は,公 衆電気通信法の一部改正により認められて以来

2年 余りの期間に,既 に20社前後の企業により開始された。事業開始後 日が

浅いことか ら,事 業規模はまだ余 り大きくなく,十 分成長しているとはいえ

ないが,サ ービスの形態としては,経 済情報の提供を行 うものや,外 国にあ
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る電子計算機にアクセスし,外 国の ソフ トウェア又は情報を利用することが

できるものなど新 しい形態のものが出現 してきている。これらの中には,国

鉄のみどりの窓口をしのぐ多数の端末機を証券会社の店頭に配置 して市場情

報の提供を行 う準備を進めているもの,外 国企業と提携 し,外 国のコンピュ

ータセンターのファイルにデータを保存するとともに,時 差の利用により電

子計算機のか動率の引上げを図 り,低 コス トのコンピュータパワーの提供を

可能にしているものなどがある。今後民間の情報通信事業は,こ のようなユ

ニークなサービス形態のものを中心 として大いに発展が期待されるが,一 方

では,情 報処理産業の自由化に伴い,外 資系企業の台頭 も予想 され,弱 小企

業にとっては厳 しい情勢となっている。また,公 共企業体としての電電公社

と民間の情報通信事業者とが併存する結果,各 々の特色を生か してデータ通

信の秩序ある発展を図るため,サ ービスの対象分野,サ ービス提供条件等に

ついて両者の調整を行 うことが重要な問題となってきている。

2電 電公社の情報通信事業

(1)デ ータ通信設備サービスの種類

データ通信設備サービスは,電 電公社が電気通信回線及びこれに接続する

電子計算機等か らなる電気通信設備を一体として設置し,利 用者にサービス

を提供するもので,こ の種類は第2-4-18表 のとお りである。

公衆データ通信サービスは,電 電公社があらか じめ用意 したサービスを共

同利用する,い わば レデ ィーメイ ド型サービスであり,「 販売在庫管理シス

テムサービス」及び 「科学技術計算システムサービス」がある。

各種データ通信サービスは,電 電公社がユーザの求めによりその対象業務

に応じたサービスを提供するいわばオーダーメイ ド型サービスであ り,「 運

輸省自動車検査登録データ通信 システム」,「全国銀行データ通信システム」

等がその例である。

なお,プ ッシュホン(押 しボタンダイヤル電話機)で 簡易な計 算 を 行 う

「電話計算サービス」は,試 行サービスであってデータ通信設備使用契約に
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データ通信設備サー ビスの種類

区 別 サ ービスの種類

公衆デー タ通 信サー ビス

販 売在庫管理 システムサー ビス

科 学技術計算 システムサー ビス

電話計算サ ー ビス

各種 デー タ通 信サー ビス 各 種 シ ス テ ムサ ー ビ ス

基 づ くサ ー ビス で は な い が,便 宜 上 公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビスの 中 で取 り上 げ

る こと と した 。

(2)公 衆 デ ー タ 通 信 サ ー ビス

ア.販 売 在 庫 管理 シス テ ム サ ー ビス(DRESS)

第2-4-19表 販売在庫管理システ ムサー ビスの提供地域

(48年度末現在)

サー ビス提供地域 サ ー ビス開始時期 備 考
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阜
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販 売 在庫 管 理 シ ス テ ム サ ー ビスは,45年9月 東京 で サ ー ビスが 開 始 され て

以来,順 調 な伸 びを 示 し,48年 度 末 現 在 に お い て ユ ーザ 数364,端 末 数1,375

とな っ て い る。

販 売 在 庫 管 理 シ ス テ ムサ ー ビス は,今 まで サ ー ビス を 拡大 して い く場 合 に

は 当該 地 域 に セ ン ターが 設 置 され て きた が,増 大 す る需 要 に 対 応 す るた め,

48年 度 に お いて は サ ブセ ン タ ー方 式 に よ り,新 た に 横 浜,神 戸,広 島,仙

台,松 山,金 沢 等12都 市 に お い て サ ー ビス が 開 始 さ れ た 結果,48年 度 末 現在

に おけ るサ ー ビスの 提供 地域 は第2-4-19表 の とお り拡大 さ九 た 。

な お,サ ブ セ ン タ ー方 式 の シス テ ム構i成は第2-4-20図 の と お り で あ

る。

第2-4-20図 サ ブ セ ン タ ー方 式 の シ ス テ ム構 成 図(概 要)

サ ブセ ンター センター
「 「 「 コ

端末装置 交換機

一N
分

配

装

置

多
重
通
信
装
置司

端末装置

多 情
重 報
通 処一
信 理
装 装
置 置

プ リンタ 磁気テー

プ装置

一

第2-4-21表 販売在庫管理 システ ムサー ビスの利用状 況

区 別

年度夫
47 48 対前年度比

ユ ー ザ 数 173 364 210.4%

端 末 数 635 1,375 216.5

1ユ ーザ 当 た り の

平 均 端 末 数
3.7 3.8

_,,一/

48年 度末現在における販売在庫管理 システムサービスの利用状況をユーザ

数,端 末数及び1ユ ーザ当たりの平均端末数でみると第2-4-21表 及び第



第2-4-22図
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販売在庫管理システ ムサー ピスの利用状況

(各年度 末)

ユ ー ザ 数 、608

400

300

200

100

凱
㎜
47484748

一

響
ユユ端端

毒↓末末
数数数数

一

250 253

櫓

182一

142
136

}

需 96
101

66 68
58
一

47一

多 31

髪

32

礁「繍 。0

東 京 大 阪 名古屋 札 幌 福 岡 その他の サービス
地域 提供地域

2-4-22図 の とお りで あ り,ユ ーザ 数,端 末 数 とも対 前 年 度 比 そ れ ぞ れ

210%と 増 加 して お り,1ユ ーザ 当 た りの平 均 端 末 数 は3 .8台 で,前 年 度 と

比較 して ほ とん ど同 じで あ る。

次 に 地 域 的 に み る と,前 述 した よ うに横 浜,神 戸 等12都 市 に お いて 新 し く

サ ー ビス が 開 始 され た ので,全 国 的 に サ ー ビス提 供 が可 能 とな った が ,東 京

にお いて は ユ ー ザ数,端 末 数 と も対前 年 度 比 そ れ ぞ れ215.2%,243.2%と 増

加 して お り,依 然 と してそ の 需 要 は 高 い。

こ のサ ー ビスの ユ ー ザ の業 種 別 構成 の概 略 は,第2-4-23図 の とお りで
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第2-4-23図 販売在庫管理システムサー ビ

スのユーザの業種別内訳(概 略)

(48年度末現在)

あり,商 業57.5%,製 造業 ・建設業37.7%と これらで全体の95%を 占めて

いる。

次に,ユ ーザの資本金,従 業員別事業規模についてみると,資 本金におい

ては5千 万円以下の企業が約3分 の2を 占め,従 業員数においては100人 未

満のそれが過半数を占めてお り,販 売在庫管理 システムサービスのユーザの

大部分は中小企業である。

イ.科 学技術計算システムサービス(DEMOS)

科学技術計算システムサービスは,46年3月 に東京でサービスが開始され

て以来,順 調な伸びを示 し48年度においては従来の科学技術計算システムサ

ービスのほか,新 たに高性能の超大型電子計算機であるDIPS-1を 利用し

た科学技術計算システムサービス(DEMOS-E)が 開始され,48年 度末現在

においてユーザ数458,端 末数520と なっている。

DEMOS-Eサ ービスにおいては,従 来のDEMOSに 対 し演算速度や記憶

装置の飛躍的向上が図られるほか,使 用言語としてCOBOLを 加え,1,200

b/sの 高速データ宅内装置やCRTデ ィスプレイの接続も可能となるなど,

ユーザに対するサービスは一段と向上 した。
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第2-4-24表 科学技術計算 システ ムサー ビスの提供地域

(48年度末現在)

サー ビス提供地域 サー ビス開始時期 備 考

京

阪

京

屋古

東

大

東

名

東

横

札

仙

大

神

広

福

北

金

川

京

新

静

名

岐

九

古

京

浜

幌

台

阪

戸

島

岡

州

沢

崎

都

潟

岡

屋

阜

6

6

7

7

4

∠
.

4

4
.

年 月 日
329

629

8艮

825

48

Q
/

Q
〆

Q
!

4

4

4

9

Q/

Q/

Q/

4

4

4

4

2

"

1

1

1

11

11

2

2

3

3

"

11

28

0

4

8

1

=り

0

9

1

2

2

東京1

大阪1

東京H

東京 皿

サ フセ ソタ ー

〃

"

大 阪H

サ フセ ンタ ー

71

〃

11

11

〃

11

11

"

11

71

D

E

M

O

S

D
E
M
O
S
-
E

また,科 学 技 術 計 算 シ ス テ ムサ ー ビス は,従 来 の シ ステ ムに よ りサ ー ビス

を提供 して い る東 京,大 阪,名 古 屋 のほ か,サ ブ セ ソ ター方 式 に よ り新 た に

全 国主要13都 市 に お いて 実 施 され た結 果,48年 度 末現 在 に おけ るサ ー ビス の

提 供地 域は 第2-4-24表 の とお り拡 大 され た 。

48年 度末 現 在 に おけ る科 学 技 術計 算 シ ス テ ムサ ー ビス の利 用 状 況 を ユ ー ザ

数,端 末数 及 び1ユ ーザ 当 た りの平 均 端 末 数 で み る と第2-4-25表 及 び第

2-4-26図 の とお りで あ り,ユ ー ザ数,端 末 数 と も対 前 年 度 比 そ れ ぞ れ約

160%と 増 加 して い る。1ユ ーザ 当 た りの 平均 端 末 数 は,47年 度 と同 じ く1.1

台 とな って い る。
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第2-4-25表 科学技術 計算システムサー ビスの利 用状況

年度末

区別＼
ユ ー ザ 数

端 末 数

47

294

332

48

458

520

の
数

りた
末

当
端

ザ一
均

ユー
平

1.1 1.1

対前年度比

%
155.8

156.6

/

/
/

第2-4-26図 科学技術計算 システ ムサー ビス

の地域別利用状況(各 年度末)

ユ ーザ数、端 末数

300

200

100

一

246
一

㎜
一

2Q2

1
17

47484748
ユユ端端

鼻 末末
数数数数

149 153

139「

117

104
冒

78里一

41394440

購 0 0

東 京 大 阪 名古屋 その他 の サー ビス
地 域 提供地域

この サ ー ビス の ユ ー ザ の業 種 別 構 成 の概 略 は 第2-4-27図 の と お りで あ

り,製 造 業 ・建 設 業 が85.4%と 非 常 に 高 い 割 合 を 占め てい る。

また,ユ ーザ の 資本 金,従 業 員別 事 業 規 模 に つ い てみ る と,資 本 金 に おい

て は1,000万 円未 満 の企 業 が約40%を 占 め る一 方,1億 円以 上 の それ も約40

%と か な りの部 分 を 占 め て い る。

同 様 に 従 業 員数 に お い て も,100人 未 満 の企 業 が 約50%を 占め て い るが,
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第2-4-27図 科学技術計算 システ ムサー ビス

のユーザの業種別 内訳(概 略)

(48年度末現在)

1,000人 以 上 の そ れ も約20%を 占め て お り,科 学 技 術 計 算 シ ステ ムサ ー ビス

の ユ ー ザ の両 極 化 現 象 が み られ,販 売 在 庫 管理 シス テ ムサ ー ビス の ユ ー ザ の

大 部分 が 中小 企 業 で あ る の に比 して著 しい 対照 を な してい る。

ウ.電 話 計 算 サ ー ビス(DIALS)

電 話 計 算 サ ー ビス の セ ソタ ーは東 京 及 び 大 阪 に 設 置 され て お り,こ の サ ー

ビス を利 用 で き る地 域 は,セ ン ターあ るい は サ ブセ ン ターの 設 置 さ れた 単 位

料 金 区域 及 びそ の隣 接単 位 料 金 区 域 で あ る。48年 度 に おい て は,新 た に 松

山,金 沢,広 島,札 幌,新 潟,福 岡,北 九 州,仙 台 の8都 市 及 びそ の周 辺 地

域 で サ ー ビスが 開 始 され た結 果,48年 度 末 現在 に お いて サ ー ビス を提 供 して

い るの は第2-4-28表 の とお り55単 位料 金区 域 と な って い る。

また,48年 度 末 現 在 に お い て これ らの 地 域 に おけ る プ ヅシ ュホ ンの加 入 数

は 第2-4-28表 の とお り,53万3千 台 で47年 度 末 の26万5千 台 に 比 べ101.1

%増 とな っ てい る。

な お,東 京 及 び大 阪 両 セ ン ター に おけ る ライ ブ ラ リー別 の 利 用状 況は 第2

-4-29表 の とお りで あ り,両 セ ン ター と もバ イ オ リズ ム,日 数計 算等 が よ

く利 用 され て い る。
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第2-4-28表 電話計算サービスの提供状況

(48年 度末現在)

サ ー ビス提供単位料金

区域

東

大

横

名

京

神

松

金

広

札

新

福

北

仙

古

九

京 ほ か5

阪

浜

屋

都

戸

山

沢

島

幌

潟

岡

州

台

''

''

''

''

''

'7

''

''

''

''

''

「'

''

6

4

5

3

3

1

2

2

1

3

3

1

2

55単 位 料 金 区 域

サ ー ビ ス 開 始 時 期

年 月 日
45926

46330

471227

〃

48326

''

481220

49220

4934

49315

49320

''

''

49328

/〆

/

プ ッシュホ ソ設置台数

231

95

45

41

24

21

4

6

10

16

4

17

11

8

千台

533

第2-4-29表 電話計算サー ビスのライブラ り一別利用状況

(48年 度末現在 単位:%)

区 別

東 京

大 阪

バ イ オ リ

ズ ム

33,8

35.3

日数計算

27。8

15.6

最小二乗
法

4。0

2.0

複利計算

3.6

6.2

一様乱数

3.1

13.4

そ の 他

27.7

27.5

十
昌
=
ロ

100.0

100,0

(3)各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス

48年 度 に お い て新 た に サ ー ビスが 開 始 され た の は 第2-4-30図 の とお り
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第2-4-30図 各種 システムサー ビスの年度別開始状 況

システム

26

24

22

20

18

16

14

12

10

8

6

4

2

④

(1)

434445464748年 度

(注)棒 グ ラ フは 年 度 別 サ ー ビス開 始 シ ス テ

ム数,折 れ 線 グ ラ フは年 度 末 シ ス テ ム数

を示 す 。

10シ ス テ ムで あ り,一 方 既 設 シ ス テ ムを統 合 した ものが2件 あ った た め,48

年度 末 現 在 に お け る シス テ ム数 は25シ ス テ ム とな って い る。

各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス の利 用状 況 を44年 度 以 降 の推 移 で み る と,第2-

4-31表 の とお りで あ り,シ ス テ ム数 の 増 加 と と もに シス テ ム の規 模 が 年 々

拡大 してい る。

第2-4-31表 各種データ通信サー ビスの推移

＼ 年度末
　

区別 ＼

シ ス テ ム 数

端 末 数

1シ ステム当
た り端 末 数

44

3

IOl

33,7

45

4

196

49.0

46

8

497

62.1

47

17

1,215

71.5

48

25

2,418

96.7
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また,48年 度 末 現 在 に お け る シ ス テ ムを対 象 業 務別 に み る と第2-4-32

表 の とお りで あ り,税 務 会 計 業 務 を 対 象 とす る もの が新 た に 開 始 され た が,

預 金 ・貸 付 ・為 替 等 の 銀 行 業 務 が 依 然 と して 多 く20シ ス テ ム と な っ てい る。

第2-4-32表 各種システムサー ビスの対象業務別内訳

＼＼
一 年度末

へ

対象業務 ＼

金 融 業 務

自動車 検 査 登録 業 務

座 席 予 約 業 務

税 務 会 計 業 務

信 用 ・購 買 ・販 売業 務

計

47

システム数 構 成 比

13

1

1

一

2

17

%
76.4

5.9

5.9

11.8

100.O

48

システム数 構 成 比

0

1

1

1

2

2

25

%
80.0

4.0

4,0

4,0

8.0

100.0

3国 際電電の情報通信事業

国際電電は,電 電公社 と同じくデータ通信設備使用契約に基づいて電気通

信回線及びこれに接続する電子計算機等からなる電気通信設備を一体として

設置し,48年3月20日 から国際オー トメックスサービスを行っている。

これはユーザ各企業ごとの通信網サービスであ り,国 際電電のセンターに

設置した電子計算機システムに海外及び国内の端末機を結ぶ電気通信回線を

接続し,同 一ユーザの端末機相互間に流れるメッセージ処理を提供するサー

ビスである。

サービス内容としては,メ ッセージの中継,交 換のほか多あて先通信文の

送出,通 信文の優先伝送,通 信文の再送,伝 送速度の変換等の機能を持ち,

更に端末装置についてはポーリング方式も可能である。

48年度末現在の日本におけるユーザ数は3,端 末数は23と なっている。
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(1)企 業 数

情報通信事業を行っている民間企業は,20社 前後 とみられる。民間の情報

通信事業が認められてから2年 余りしかたっていないことを考えると,こ の

数は民間事業の発展が著しいことを示すものとみることができる。

なお,民 間情報通信事業者のうち主要15社 の事業開始状況 は,46年 度1

社,47年 度7社,48年 度7社 となっている。

(2)企 業 規 模

上記15社 のうち,情 報処理,情 報提供を主な業務とする企業は12社(こ の

うちオンラインによりサービスを行うことを専業 とするものは1社),情 報

処理,情 報提供以外の業務を主な業務とする企業は3社(電 子計 算 機 の 賃

貸,販 売等を主な業務 とするもの2社,広 告を主な業務とするもの1社)で

ある。

資本金,従 業員数及び年間売上高からみた これら各社の企業規模は,そ れ

ぞれ,第2-4-33表,第2-4-34表 及び第2-4-35表 のとお りで あ

る。情報処理,情 報提供以外の業務を主な業務とする企業は,相 対的にその

規模が大きい(特 に外資系の会社で電子計算機の賃貸を主な業務とするもの

の規模は圧倒的に大きい。)。

(3)提 供するサービス

ア.サ ービスの種類

15社の情報処理 ・情報提供サービスシステム数は16で あ り,大 部分は1社

当た り1シ ステムである。

これ らシステムのサービス別分類は第2-4-36表 のとお りであり,電 電

公社の提供するサービスと比較 して次のような特徴がある。

① 情報提供サービスを行うものがあること

② 外国にある電子計算機と接続 しているものがあること

③ 特定業務専用のものは少なく,多 くの用途のために共同利用されるも



第2-4-33表 民間 の情報通 信事業者 の資本金 からみた企業規模ぜ 1億 円未満
1億 円以上

5億 円未満

5億 円以上
10億 円未満

lo億 円以上
20億 円未満

20億 円以上 計

山
携叡蓋7

情報処理,情 報提供を主な
業務とする企業

・列 6社i ・社1 1社1 一瑚 ・2柑 3.4億 円

情報処理,情 蜘是供以外の
業務を主な業務とする企業

1 1 1 3 172.2
卜○

計 2 6 4 2 互 15 37,2

第2-4-34表 民間の情報通信事業者の従業員数からみた企業規模
、噛

一 一 _篠 勲別 ＼ 100人 未 満
100人 以 上

500人 未 満

500人 以 上

1,000人 未 満
1,000人 以 上 十

二
=
ロ

1社 当 た り

平均従業員数

崔別田

情報処理,情 報提供を主な
業務とする企業

1社 6社 5社 社 12社 人462

情報処理,情 報提供以外の
業務を主な業務とする企業

1 2 3 5β55

計 1 6 6 2 15 1,440

第2-4-35表 民間の情報通信事業者の年間売上高からみた企業規模

噛 一 …_輔 赴 高別 ＼
lo億 円未 満

lo億 円以上
30億 円未満

30億 円以上50億 円以上
50億 円未満100億 円未満

100億 円以上 二
=
ロ

i社当たり平
均年間売上高

情報処理,情 報提供を主な
業務とする企業

・矧 ・社1 ・社1 一 社t 一 社1 12倒19・ ・翻

纂灘塁喪霧讐暑縷[ i 1 1 2
11,34…

計 3 7 2 1 1 14 208.6

く注)情 報処 理・情 報提供 以外の業務を主な業 務 とす る企業 の うち,外 資系の1社 については年 間売 上高は不明 であ るρ
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のが 多 い こ と

① に 該 当す る もの と して は,外 国 の通 信 社 と提 携 して海 外 市 況 情 報 の 提 供

を 行 うもの(こ れ は ② に も該 当 す る。)及び 国 内 の新 聞社 か ら提 供 され る経 済

情 報 の提供 を 行 う もの(こ の シ ス テム は技 術 計 算 に も利用 され てい るた め 第

2-4-36表 の 分 類 で は 多 目的 に 含 まれ る。)があ る。 なお,49年 秋 か ら運 用

開 始 を予 定 して い る もの と して,新 聞社 か ら提 供 され る経 済 ニ ュー ス,利 回

り,決 算予 想 等 の情 報 の ほ か に,東 京 証 券 取 引所 及 び大 阪 証 券 取 引所 の端 末

機 か ら入 力 され る株 式 の 現 在値 を,全 国 の証 券 会社 の店 頭 等 に 置 か れ る端 末

機 に 出 力で き る よ うな サ ー ビス シ ス テ ムが あ る。

② に 該 当す る も の と して は,前 述 の海 外 市 況 情 報 の提 供 を行 うシ ステ ムの

な か,米 国 の大 手 事 業 者 と提 携 し,同 国に あ る コ ン ピ ー一 タセ ンタ ーを 中 心

と した世 界 的 な ネ ッ トワー クに よ り,時 差 を利 用 して 電子 計 算 機 を フル に活

用 させ,低 コス トの コン ピ ー 一 タパ ワー の提 供 を 可 能 に して い る シ ス テ ムが

あ る。 この シス テ ム の利 用形 態 と して は,単 な る科 学 技術 計 算 のTSSの み

な らず,国 内 の証 券 会 社 が東 京 に あ る本 社 と海 外 に あ る営 業 所 との問 を この

ネ ッ トワ ー クで接 続 す る と と もに,同 社 で取 り扱 う株 式 の 銘柄,顧 客 口座,

注 文 等 に 関 す るデ ー タを コン ピ ュー タセ ン ター の フ ァイル に保 存 し,こ の デ

ー タを本 社 ・営 業所 間で 共 同 利 用 す る とい う形 態 な ど もあ る。

第2-4-36表 民間の情報通信事 業者 のシステ ムのサー ビス別分類

サ ー ビス の種 類 システム数

務

算

供

的

業

計

提

社

目

会

術

報

定特

技

情

多

2

2

1(1)

11(1)

計 16(2)

(注♪()内 の数字は外国にある電子計算機 と接続 している システ

ムの再掲 であ る。
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イ.サ ー ビス提 供 地 域

サ ー ビス提 供 地 域 は第2-4-37表 の とお りで あ り,全 国的 な シス テ ムは

な く,大 部 分 は東 京,大 阪,名 古 屋 の大 都 市 を 中心 と した もの で あ る。

第2-4-37表 民間の情報通信事業者 のサー ビス提 供地域

主 なサ ー ビス提供地域 システ ム数

東

大

名

長

古

京

阪

屋

野

14

11

5

1

(注)シ ステ ム数 の合計が16に な らない のは,1シ ステ ムで東京,

大 阪及び 名古屋 のすべ て,又 はこれ らの うちの2地 域にサー ビ

ス提 供を行 うものがあるためである。

ウ.端 末数

1シ ステム当た りの端末数の状況は第2-4-38表 のとお りである。1シ

ステム当た りの平均端末数は27台 であ り,全 般的にシステムの規 模 は 小 さ

い。ただ し,同 表には記載されていないが,49年 秋に業務開始予定の市場情

報の提供を行 うシステムには,49年3月 末の準備段階で既に1,700余 の端末

機が配置されている。

第2-4-38表 民間の情報 通信事業者 の1シ ステ ム当た り端末数

1シ ステ ム当た り端末 数 シス テム数

100以 上

50～99

10～49

10未 満

1

1

6

6

計 14

(注)情 報処 理,情 報提供 以外 の業 務を主 な業 務 とす る企業 の うち,

外 資系の1社(シ ステ ム数2)の 端 末数は不 明であ る。


